
施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①社会資本
整備等の
推進

・首都直下地震や南海トラフ地震
により首都圏等で大きな被害が
想定される中で、企業などのリ
スク分散の受け皿としての役割
などが期待される

○北海道強靱化計画に基づく関連施策の推
進、市町村の地域計画策定の支援

○関連施策推進のための予算確保に向けた
国等への提案・要望

○国土強靱化に関する情報の発信

概ね順調
に展開

②企業誘致
の推進・
集積の促
進

・自立型経済構造への転換を図る
ことが必要

・人手不足やリスク分散を理由と
した企業の地方拠点拡大の動き

・コロナの感染拡大リスク回避の
ための国内回帰の動き

○産業振興条例に基づく助成により企業立
地を促進

○首都圏の企業を対象としたフォーラムの
開催等の誘致活動

○テレワークなど働き方改革と連動したサ
テライトオフィスの誘致

○環境配慮型ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰの誘致活動を展開

概ね順調
に展開

③環境・エ
ネルギー
産業の振
興

・将来にわたり、エネルギーが安
定的に供給されることが重要

・エネルギーの地産地消の促進な
どエネルギー資源を最大限に活
用する取組を進めることが必要

・環境産業の育成・振興を図るこ
とが重要

○非常時にも対応可能なエネルギー自給・
地域循環の取組に対し複数年の支援

○エネルギー地産地消の取組を促進
○環境関連技術開発の事業への補助
○水素関連産業の形成促進に向け、実
証事業誘導や道内企業の参入支援

《セミナー、道外展示会の延期等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

④農業農村
整備の推
進

・地震等の大規模災害や、近年多
発している大雨や長雨等の異常
気象の事態にあっても、安定し
た食料供給が可能となるよう、
農村地域の防災・減災対策や農
業生産基盤整備の着実な推進が
重要

○農業水利施設の耐震化や、農道橋の機能
保全計画策定に向けた働きかけなどによ
る農村地域の防災・減災対策を推進

○良質な農産物の安定生産を図る農地の排
水対策や農業用水の安定供給に向けた農
業水利施設の長寿命化対策など、農業生
産基盤整備の推進

概ね順調
に展開

1 分 野：生活・安心

(7)  政 策 の 柱：強靱な北海道づくりとバックアップ機能の発揮

B    政策の方向性：被災リスクの最小化に向けたバックアップ機能の発揮

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

被災リスクの最小化に
向けたバックアップ機

能の発揮
④農業農村整備の

推進
（農政部）

③環境・エネル
ギー産業の振興

（経済部）

②企業誘致の推
進・集積の促進

（経済部）

①社会資本整備等
の推進

（総合政策部）

北海道の社会
経済システム
を守り、持続
的成長を促進

地域資源を
活かした提
案型の企業
誘致

生産基盤等の
計画的な整備
や防災・減災
対策の推進

新エネルギー
の開発・導入
促進

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

【総合計画の指標】

各種会議等を
通じた関係市
町村への周知
徹底により、
確実に進捗

農道橋・農道トンネルを対象とした機能保全
計画の策定割合（％）（施策④）
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【関連指標】

リスク分散による企業立地件数(施策①②)

(件数)

20
26 27

23 23 23
25

0

10

20

30

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

自然災害等に対
する企業のリス
ク分散意識の高
まりや首都圏企
業等を対象とし
たフォーラムで
のPR効果により
件数が増加傾向

【ほか５つの関連指標】

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0604PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0512PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0509PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0202PDC.pdf

